（参考）
日本国大阪府とインド共和国ガイダンス　タミル・ナドゥ州産業投資促進
商業省の間における経済交流の促進にかかる覚書

　大阪府とインド共和国ガイダンス　タミル・ナドゥ州産業投資促進商業省（以下「ガイダンス」という。又、一方を指す場合は「一方」、両方を指す場合は「双方」という。）は、お互いを尊重し、誠意を持って経済交流を推進し、相互理解と友好関係を深めることにより、双方地域の経済的発展をめざすため、以下について合意した。

　双方の権限及び該当する法律、規定、規則を遵守して、双方は、この覚書に基づき、互いに成果が上がるよう、貿易、投資、人材分野において、主に中小企業を対象に次に掲げる具体的な交流を広く推進することとする。

１　双方は、それぞれの地域における経済政策及び産業動向に関する情報を相互に提示し、当該情報を企業等に提供することによって、貿易、投資、人材交流が促進されるよう努めるものとする。

２　双方は、両地域間の経済交流を促進するため、それぞれの政府機関、経済団体ないしは企業によって構成される経済訪問団の受入に当たっては、その目的が効率的に達成できるよう施設に関する情報を提供するよう努めるものとする。

３　双方は、それぞれの地域の企業が行う視察、見本市への出展、商談会、投資関連調査等の経済活動について、当該企業に対しこれらの活動が円滑に進めることができるよう情報提供に努めるものとする。

４　双方は、企業による相互の地域への投資が促進されるような環境の整備に努めるとともに、それぞれの地域へ進出した企業の業務が円滑に行われ継続されるよう関連支援機関の情報提供に努めるものとする。

この覚書は、独占的なものではなく、また、双方に対し法的に拘束力を有するものではく、ここに記載した目的を達成するために双方の協力の精神と誠意を表明するものである。

双方は、ここに記載した目的を達成するための各自の費用については、原則としてそれぞれ負担するものとする。

　本覚書に記載されている、調整や情報交換は全て、以下の組織を窓口として行われる。
タミル・ナドゥ州：ガイダンス　タミル・ナドゥ州産業投資促進商業省
大阪府：商工労働部　成長産業振興室国際ビジネス・スタートアップ支援課
　
　本覚書は、署名された日から3年間効力を有し、最初の3年間の有効期限が終了する3ヶ月前に、書面による通知により双方の同意があれば、更に3年間延長することができる。

　この覚書の締結を証するため、正当に委任を受けた双方の署名者が英語にて原本２部、　　　　タミル・ナドゥ州において、2024年７月23日に署名のうえ、作成し、それぞれ１部ずつ保有する。両文書は、ともに等しく正文とする。
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